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招集ご通知

証券コード　3291
（発送日）2026年６月10日

（電子提供措置開始日）2026年６月４日
株　主　各　位

（本店所在地）
東 京 都 武 蔵 野 市 西 久 保 一 丁 目 ２ 番 1 1 号
飯田グループホールディングス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 　 西 野 　 弘

第13期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第13期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　【当社ウェブサイト】
https://www.ighd.co.jp/ir/shareholder-meeting.html
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「株主総会関連資料」よりご確認ください。）

　【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/3291/teiji/

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討賜り、2026年６月24日（水曜日）午
後６時までに議決権を行使いただきたくお願い申し上げます。
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招集ご通知

[インターネット等による議決権行使の場合]
当社指定の議決権行使ウェブサイト(https://soukai.mizuho-tb.co.jp/)にアクセスしていただ
き、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び
「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限ま
でにご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネット等による議決権行使
のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。

[書面（郵送）による議決権行使の場合]
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご
返送ください。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都武蔵野市西久保一丁目２番11号

当社本店地下１階会議室

３．株主総会の目的事項
報 告 事 項 １. 第13期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第13期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 剰余金の処分の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の
表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

⑵　インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有
効なものとしてお取り扱いいたします。

⑶　インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ
ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎株主懇親会及び粗品の配布等は予定しておりませんので、予めご了承いただきますよう、よろしく
お願い申し上げます。
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへ
アクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワー
ド」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力ください。3
「パスワード」を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
「登録」をクリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く9:00～21:00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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当事業年度の事業の状況

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、雇用及び所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調

で推移しました。一方で、国内の金融資本政策の動向に加え、長期化するウクライナ情勢や中
東情勢に伴う原油調達不安、原材料価格の高騰には引き続き注視が必要です。また、インフレ
による物価上昇等が国内景気に与える影響が懸念されるなど、経済環境の先行きは依然として
不透明な状況となっております。

当不動産業界におきましては、当第１四半期に減少した分譲戸建住宅の着工数は、当第２四
半期以降前年並みの水準へと回復しました。一方で、建築コストの高騰や地価上昇により、販
売価格が高止まりする環境が続いております。こうしたなか、地方部における一次取得者層の
購入マインドには慎重さが残るものの、首都圏を中心とした潜在的な住宅需要は依然として底
堅く推移しており、需給バランスも比較的に整っていることから良好な事業環境が継続いたし
ました。

このような事業環境のなか、当社グループは、2030年３月期をターゲットとした経営目標
（オーガニック成長率4.0％、戸建分譲売上依存率70.0％、ROE10.0％以上）の達成に向け
て、基本戦略である「コア事業の競争力強化」と「事業ポートフォリオの拡大」を推進してま
いりました。特に、戸建分譲事業においては、適正在庫水準の維持とエリア戦略の精緻化を継
続し、エリアごとの需給特性や在庫状況のバランスを考慮した機動的な土地仕入・販売を徹底
してまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上収益は１兆5,088億64百万円（前期比3.4％増）、営業利
益は944億44百万円（前期比17.4％増）、税引前利益は899億43百万円（前期比21.0％
増）、親会社の所有者に帰属する当期利益は633億15百万円（前期比24.9％増）となりまし
た。
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当事業年度の事業の状況

セグメントの名称 件数 売上収益
（百万円） 前期比（％）

一建設グループ
（区分）戸建分譲事業 8,598 278,461 △8.9

マンション分譲事業 590 31,739 △2.2
請負工事事業 1,121 35,345 7.9
その他 － 46,777 28.6
小計 10,309 392,324 △3.7

飯田産業グループ
（区分）戸建分譲事業 6,668 255,074 11.3

マンション分譲事業 250 22,209 0.5
請負工事事業 229 6,482 △7.8
その他 － 10,195 5.4
小計 7,147 293,962 9.7

東栄住宅グループ
（区分）戸建分譲事業 4,985 192,451 7.3

マンション分譲事業 7 89 △96.9
請負工事事業 271 16,070 2.2
その他 － 3,510 24.7
小計 5,263 212,121 5.7

タクトホームグループ
（区分）戸建分譲事業 5,650 201,043 13.5

マンション分譲事業 146 7,912 899.6
請負工事事業 378 9,572 27.5
その他 － 2,212 8.1
小計 6,174 220,741 17.7

セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

－ 6 －
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当事業年度の事業の状況

セグメントの名称 件数 売上収益
（百万円） 前期比（％）

アーネストワングループ
（区分）戸建分譲事業 9,326 232,427 △2.2

マンション分譲事業 622 30,676 2.0
請負工事事業 388 14,033 4.9
その他 － 15,160 1,642.6
小計 10,336 292,298 3.6

アイディホーム
（区分）戸建分譲事業 1,756 58,898 △25.5

マンション分譲事業 46 1,981 4,271.2
請負工事事業 48 2,016 114.5
その他 － 778 80.1
小計 1,850 63,675 △20.9

その他（注）４
（区分）戸建分譲事業 6 226 △68.9

マンション分譲事業 27 681 △23.5
請負工事事業 － － △100.0
その他 － 32,833 6.9
小計 33 33,741 1.0

（区分計）戸建分譲事業 36,989 1,218,583 0.8
マンション分譲事業 1,688 95,290 6.8
請負工事事業 2,435 83,521 6.5
その他 － 111,468 34.4

総合計 41,112 1,508,864 3.4
（注）１. セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２. 戸建分譲事業には、戸建住宅のほか、宅地等が含まれます。マンション分譲事業には、分譲マンショ
ン（JV持分含む）のほか、マンション用地等が含まれます。請負工事事業には、注文住宅のほか、リ
フォームやオプション工事等が含まれます。

３. 請負工事事業等の売上収益は、一定期間にわたり履行義務が充足されることに伴って認識される収益
ですが、件数はいずれの区分も資産の引渡し件数を記載しております。

４. 「その他」のセグメントは、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファーストウッド
グループ及びRFPグループの木材製造事業等、ホームトレードセンター㈱及び当社の事業に係るもの
等であります。

－ 7 －
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当事業年度の事業の状況

②　設備投資の状況
当連結会計年度に実施した設備投資の総額は323億90百万円（使用権資産を含む）であり、

その主なものは、東栄住宅グループにおける投資不動産の取得等に係る設備投資73億８百万
円及びRFPグループにおける合板工場の建設並びに関連施設等に係る設備投資71億76百万円
であります。

③　資金調達の状況
当社グループの主な資金需要は事業用土地購入費であります。
当連結会計年度において、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と、当座

貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を総額5,795億21百万円締結しており、当該契約
に基づく当連結会計年度末の借入残高合計は3,359億１百万円であります。

なお、その他の短期借入金及び長期借入金の残高合計は4,212億86百万円であり、当連結会
計年度末の借入実行残高は7,571億87百万円であります。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社の完全子会社である一建設㈱は、2026年１月９日付で設立したHajime AMERICA 

Inc.並びに同社が2026年３月30日付で持分を取得したWright & Associates, LLC及びその他
３社を子会社といたしました。

当社の完全子会社である㈱アーネストワンは、2025年４月７日付で設立したArnest One 
America, Inc.並びに同社が2025年４月25日付で持分を取得したPMCO Holdings, LLC及び
その子会社17社等を子会社といたしました。
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財産及び損益の状況

区 分 第 10 期
(2023年３月期)

第 11 期
(2024年３月期)

第 12 期
(2025年３月期)

第 13 期
(当連結会計年度)
(2026年３月期)

売 上 収 益（百万円） 1,439,765 1,439,180 1,459,639 1,508,864
営 業 利 益（百万円） 102,332 59,174 80,452 94,444
親会社の所有者に帰属
す る 当 期 利 益（百万円） 75,596 37,204 50,697 63,315
基 本 的 １ 株 当 た り
当 期 利 益 264円27銭 132円57銭 181円16銭 229円13銭

資 産 合 計（百万円） 1,765,618 1,811,179 1,853,830 2,008,739
資 本 合 計（百万円） 967,732 972,279 981,986 1,021,560
１ 株 当 た り 親 会 社
所 有 者 帰 属 持 分 3,427円77銭 3,466円09銭 3,551円87銭 3,694円73銭

⑵　財産及び損益の状況

（注）１. 百万円未満は、切り捨てて表示しております。
２. 会社計算規則第120条第１項の規定により、IFRSに準拠して連結計算書類を作成しております。
３. 第11期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定が行われたことに伴い、第10期の「財産

及び損益の状況」における当該暫定的な会計処理に関連する数値については、暫定的な会計処理の確
定の内容が反映されております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

セグメントの名称 会 社 名 資 本 金
（百万円）

出資比率
（％） 主要な事業内容

一 建 設
グ ル ー プ

一 建 設 ㈱ 3,298 100.0

戸建分譲事業
マンション分譲事業
請負工事事業
投資用収益物件開発
販売事業

住 宅 情 報 館 ㈱ 100 100.0
（100.0） 請負工事事業

住宅情報館フィナンシャルサービス㈱ 80 100.0
（100.0）

保険代理店事業
貸金業

㈱ リ ビ ン グ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 100 100.0
（100.0）

投資用収益物件開発
販売事業

PT HAJIME INDONESIA JAYA
433,000

百万インドネ
シアルピア

100.0
（100.0） 戸建分譲事業

Hajime AMERICA Inc.（注）４ 0
百万米ドル

100.0
（100.0） 米国子会社管理

Wright & Associates, LLC（注）４ 30
百万米ドル

51.0
（51.0） 戸建設計・建築事業

飯 田 産 業
グ ル ー プ

㈱ 飯 田 産 業 2,000 100.0

戸建分譲事業
マンション分譲事業
請負工事事業
不動産賃貸事業
ホテル事業

㈱ファミリーライフサービス 1,000 100.0
（100.0） 貸金業

パ ラ ダ イ ス リ ゾ ー ト ㈱ 108 100.0
（100.0）

戸建分譲事業
マンション分譲事業
不動産賃貸事業
ゴルフ場事業

㈱ ユ ニ バ ー サ ル ホ ー ム 491 100.0
（100.0）

請負工事事業
フランチャイズ事業
（加盟店の募集、指
導育成、資材販売）

PT PERUMNAS I IDA GROUP
186,780

百万インドネ
シアルピア

92.7
（92.7）

戸建分譲事業
マンション分譲事業
不動産賃貸事業

PT ABDILUHUR KAWULOALIT
93,687

百万インドネ
シアルピア

92.7
（92.7）

戸建分譲事業
マンション分譲事業
不動産賃貸事業

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

セグメントの名称 会 社 名 資 本 金
（百万円）

出資比率
（％） 主要な事業内容

東 栄 住 宅
グ ル ー プ

㈱ 東 栄 住 宅 7,819 100.0
戸建分譲事業
請負工事事業
不動産賃貸事業

東 栄 ホ ー ム サ ー ビ ス ㈱ 50 100.0
（100.0）

リフォーム等の請負
工事事業
住宅メンテナンス事業

㈱ 東 栄 ラ ン ド 30 100.0
（100.0）

土木事業
住宅基礎事業
地盤関連事業
不動産事業

㈱ 東 栄 ビ ル ド 50 100.0
（100.0）

戸建分譲事業
請負工事事業
不動産賃貸管理事業

㈱ 第 一 工 業 62 100.0
（100.0）

柱状改良工事事業
表層改良工事事業
鋼管杭工事事業
杭打ち工事事業

㈱ 第 一 建 商 20 100.0
（100.0）

柱状改良工事事業
表層改良工事事業
鋼管杭工事事業

ジ オ ラ フ タ ー ㈱ 10 100.0
（100.0）

地盤調査事業
環境調査事業
汚染除去工事事業

タ ク ト ホ ー ム
グ ル ー プ

タ ク ト ホ ー ム ㈱ 1,429 100.0
戸建分譲事業
マンション分譲事業
請負工事事業
不動産賃貸事業

㈱ ソ リ ド ・ ワ ン 50 100.0
（100.0）

宅地造成工事事業
給排水工事事業

テ ィ ー ア ラ ウ ン ド ㈱ 50 100.0
（100.0）

戸建分譲事業
請負工事事業
不動産賃貸事業

㈱ フ ァ ー ス ト ラ イ フ 80 100.0
（100.0）

新築オプション事業
リフォーム事業
太陽光発電機器の施
工・販売

PT TACT HOME INDONESIA
337,500

百万インドネ
シアルピア

100.0
（100.0） 戸建分譲事業

－ 11 －
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

セグメントの名称 会 社 名 資 本 金
（百万円）

出資比率
（％） 主要な事業内容

アーネストワン
グ ル ー プ

㈱ ア ー ネ ス ト ワ ン 4,269 100.0
戸建分譲事業
マンション分譲事業
請負工事事業

㈱ エ イ ワ ン プ ラ ス 60 100.0
（100.0）

住宅設備機器販売事業
住宅メンテナンス事業

㈱ ア ー ネ ス ト ウ イ ン グ 30 100.0
（100.0）

請負工事事業
大工育成
ロジスティクス事業

PT IONE HOME INDONESIA
336,081

百万インドネ
シアルピア

100.0
（100.0） 戸建分譲事業

Arnest One America, Inc.（注）５ 52
百万米ドル

100.0
（100.0）

子会社の資産管理
融資業務

PMCO Holdings ,  LLC（注）５ 25
百万米ドル

60.0
（60.0）

子会社の事業運営管
理

Ballantry PMC Georgia, LLC（注）５ 16
百万米ドル

100.0
（100.0）

不動産投資(戸建分譲
事業）

Ballantry PMC Summit Chase, LLC（注）５ 6
百万米ドル

100.0
（100.0）

不動産投資(戸建分譲
事業）

アイディホーム ア イ デ ィ ホ ー ム ㈱ 879 100.0 戸建分譲事業
請負工事事業

そ の 他

フ ァ ー ス ト ウ ッ ド ㈱ 498 100.0
集成材製造・
プレカット加工等の
木材製造事業

ファーストプライウッド㈱ 370 98.0
（98.0）

単 板 積 層 材(LVL)等
の木材製造事業

青 森 プ ラ イ ウ ッ ド ㈱ 270 99.1
（99.1）

単 板 積 層 材(LVL)等
の木材製造事業

R F P （ B V I ） 737
百万米ドル 75.0

林産・木材加工会社
の持分を保有する持
株会社

D a l l e s p r o m
743
百万

露ルーブル
100.0

（100.0） 原木生産・販売

A L K
1,823

百万
露ルーブル

100.0
（100.0） 木材加工

I i d a  G r o u p  R U S  L L C
300
百万

露ルーブル
100.0

戸建分譲事業
リース事業
持株会社事業

S l a v i a n k a  T i m b e r  T e r m i n a l
5

百万
露ルーブル

100.0
（100.0）

木材加工
港湾事業

－ 12 －
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

セグメントの名称 会 社 名 資 本 金
（百万円）

出資比率
（％） 主要な事業内容

そ の 他

ホームトレードセンター㈱ 290 100.0 不動産仲介事業
戸建分譲事業

I G ウ イ ン ド ウ ズ ㈱ 100 100.0 複層ガラスの製造販
売事業

フ ァ ー ス ト プ ラ ス ㈱ 77 100.0
システムキッチン等
住宅設備機器の製造
販売事業

㈱ オ リ エ ン ト 200 100.0
内装建材（ドア・フ
ロ ア ・ 階 段 ・ 収 納
等）の製造販売

IIDA GROUP HOLDINGS, INC. 2
百万米ドル 100.0 不動産事業

PT I IDA GROUP HOLDINGS
309,511

百万インドネ
シアルピア

100.0
（0.3）

コンクリートブロッ
ク等の建材製造販売

合 同 会 社 H a l e 0 100.0 不動産信託受益権の
取得、保有及び処分

そ の 他 3 2 社
（注）１. 出資比率の（ ）内は、間接出資割合を内数で記載しております。

２. 当事業年度末日において特定完全子会社はありません。
３. 上記の他、持分法適用関連会社を１社有しておりますが、重要性が乏しいため記載を省略しておりま

す。
４. 当社の完全子会社である一建設㈱は、2026年１月９日付で設立したHajime AMERICA Inc.並びに

同社が2026年３月30日付で持分を取得したWright & Associates, LLC及びその他３社を連結子会
社といたしました。

５. 当社の完全子会社である㈱アーネストワンは、2025年４月７日付で設立したArnest One America, 
Inc.並びに同社が2025年４月25日付で持分を取得したPMCO Holdings, LLC及びその子会社17社等
を連結子会社といたしました。

－ 13 －
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

⑷　対処すべき課題
①　コア事業の競争力強化

雇用・所得環境の改善が進む一方、分譲戸建住宅の販売価格はインフレや建築資材コストの
高騰等を背景に上昇傾向にあります。足元では、住宅ローン金利が上昇基調にあり、住宅需要
を抑制する懸念があります。加えて、長く続いたデフレ経済からインフレ経済への移行局面に
あると捉えております。

このような事業環境下において、当社グループの強みであるコスト競争力の更なる強化に加
え、ターゲットとなるお客様のニーズの変化を的確に捉え、マーケット・インの発想によって
販売戦略の再構築を図ります。戸建分譲事業を展開する主要グループ６社が、それぞれの特長
を活かして競争力を高め、当社グループ全体として、市場カバレッジの向上を図ってまいりま
す。

②　事業ポートフォリオの拡大
事業ポートフォリオの分散と収益基盤の強化に向け、メンテナンス・リフォーム事業、収益

不動産事業及び海外事業等の拡大に取り組んでまいります。
メンテナンス・リフォーム事業については、既に確立されたビジネスモデルのグループ内展

開を通じ、ストック型収益の拡大を推進してまいります。収益不動産事業及び戸建賃貸事業に
ついては、資本効率を踏まえ計画的に推進し、収益基盤の強化を図ってまいります。また、海
外事業については、主に経済成長が見込まれるASEAN諸国及び市場規模の大きい北米におい
て、事業機会の検討を進めてまいります。

③　事業環境変化に対する耐性の強化（財務基盤の安定性確保）
原材料価格の高騰や一部原材料の供給不安、地政学的リスク等に起因するサプライチェーン

への影響は、政府主導により安定化が図られているものの、引き続き注視すべき事業上のリス
クであると認識しております。

当社グループは、事業環境の急変や原材料調達難が生じた場合であっても、事業活動の継続
に支障を来さない財務耐性の確保に従前より計画的に取り組んでまいりました。安全資金の確
保については、概ね目標水準に達しており、地政学的リスク等により一時的にサプライチェー
ンへ影響が及んだ場合においても、安定的かつ継続的に事業を遂行できる財務体制を構築して
おります。また、戸建分譲事業においては、適正な在庫保有水準の維持を重視し、エリアごと
の需給特性や在庫状況を踏まえた機動的な土地仕入・販売を行っております。

今後も、事業環境の不確実性に応じた、財務基盤の安定性確保とリスク耐性の維持に努めて
まいります。

－ 14 －
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

④　サステナビリティ経営の推進
当社グループは、「誰もがあたり前に」という事業コンセプトのもと、持続可能な社会の実

現と企業の持続的成長の両立を重要な経営課題と位置付け、サステナビリティ経営を推進して
おります。

「誰もが安全・快適・健康に暮らせる住環境の実現」と「地球環境保全・クリーンエネルギ
ーへの貢献」を両立させる取組みを進めるとともに、健康経営の推進を通じて、働きがいのあ
る職場環境の整備と人的資本の強化に取り組んでまいります。

⑸　主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは、戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事

業を主な事業としており、当社と主要な関係会社の当該事業における位置付けは「（３）重要な
親会社及び子会社の状況②重要な子会社の状況」に記載のとおりです。

－ 15 －
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主要な営業所

セグメントの名称 連 結 子 会 社 主 要 な 営 業 所 等

一 建 設
グ ル ー プ

一 建 設 ㈱
本　社：東京都豊島区（本店所在地：東京都練馬区）
支　店：愛知県名古屋市、大阪府吹田市
営業所：107店舗

住 宅 情 報 館 ㈱ 本　社：神奈川県相模原市
営業所：30店舗

住 宅 情 報 館 フ ィ ナ ン シ ャ ル サ ー ビ ス ㈱ 本　社：神奈川県相模原市

㈱ リ ビ ン グ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 本　社：東京都渋谷区
支　店：愛知県名古屋市、福岡県福岡市

PT HAJIME INDONESIA JAYA 本　社：インドネシア共和国中央ジャカルタ市
H a j i m e  A M E R I C A  I n c . 本　社：アメリカ合衆国ユタ州
W r i g h t  &  A s s o c i a t e s ,  L L C 本　社：アメリカ合衆国ユタ州

飯 田 産 業
グ ル ー プ

㈱ 飯 田 産 業

本　社：東京都武蔵野市
支　店：６店舗　営業店：12店舗　営業所：72店舗
ホテル：宮古島来間リゾート　シーウッドホテル（沖縄

県）、江の島ホテル（神奈川県）

㈱ フ ァ ミ リ ー ラ イ フ サ ー ビ ス 本　社：東京都武蔵野市
営業所等：26店舗

パ ラ ダ イ ス リ ゾ ー ト ㈱
本　社：東京都武蔵野市
事業所：１ヶ所
ゴルフ場：イーストウッドカントリークラブ（栃木県）

㈱ ユ ニ バ ー サ ル ホ ー ム
本　社：東京都中央区
営業店：直営店13店舗　フランチャイズ：67店舗
事務所：１ヶ所

PT PERUMNAS IIDA GROUP 本　社：インドネシア共和国ブカシ市

PT ABDILUHUR KAWULOALIT 本　社：インドネシア共和国デポック市

⑹　主要な営業所等（2026年３月31日現在）
　①　当社

　本社：東京都武蔵野市西久保一丁目２番11号

　②　子会社

－ 16 －
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主要な営業所

セグメントの名称 連 結 子 会 社 主 要 な 営 業 所 等

東 栄 住 宅
グ ル ー プ

㈱ 東 栄 住 宅 本　社：東京都西東京市
支　店：１店舗　営業所：65店舗

東 栄 ホ ー ム サ ー ビ ス ㈱ 本　社：東京都小平市
事業所：８ヶ所

㈱ 東 栄 ラ ン ド 本　社：千葉県松戸市
営業所：５店舗

㈱ 東 栄 ビ ル ド 本　社：神奈川県川崎市
営業所：１店舗

㈱ 第 一 工 業 本　社：千葉県市川市
営業所：１店舗

㈱ 第 一 建 商 本　社：千葉県市川市

ジ オ ラ フ タ ー ㈱ 本　社：千葉県市川市

タクトホーム
グ ル ー プ

タ ク ト ホ ー ム ㈱ 本　社：東京都西東京市
営業店：54店舗

㈱ ソ リ ド ・ ワ ン 本　社：東京都西東京市
営業店：３店舗

テ ィ ー ア ラ ウ ン ド ㈱ 本　社：東京都西東京市
営業店：８店舗

㈱ フ ァ ー ス ト ラ イ フ 本　社：東京都練馬区
営業店：６店舗

PT TACT HOME INDONESIA 本　社：インドネシア共和国デポック市

アーネストワン
グ ル ー プ

㈱ ア ー ネ ス ト ワ ン 本　社：東京都西東京市
営業所：113店舗

㈱ エ イ ワ ン プ ラ ス 本　社：東京都西東京市
営業所：７店舗

㈱ ア ー ネ ス ト ウ イ ン グ 本　社：東京都西東京市
営業所：８店舗

PT IONE HOME INDONESIA 本　社：インドネシア共和国バリ州バドゥン県
支　店：１店舗

Arnest  One America ,  Inc . 本　社：アメリカ合衆国ジョージア州

P M C O  H o l d i n g s ,  L L C 本　社：アメリカ合衆国ジョージア州

Ballantry PMC Georgia, LLC 本　社：アメリカ合衆国ジョージア州

Ballantry PMC Summit Chase, LLC 本　社：アメリカ合衆国ジョージア州
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主要な営業所

セグメントの名称 連 結 子 会 社 主 要 な 営 業 所 等

アイディホーム ア イ デ ィ ホ ー ム ㈱ 本　社：東京都杉並区
営業所：43店舗

そ の 他

フ ァ ー ス ト ウ ッ ド ㈱ 本　社：東京都武蔵野市（本店所在地：福井県福井市）
工　場：３ヶ所　営業所：１店舗

フ ァ ー ス ト プ ラ イ ウ ッ ド ㈱ 本　社：青森県上北郡六戸町
工　場：１ヶ所

青 森 プ ラ イ ウ ッ ド ㈱ 本　社：青森県上北郡六戸町
工　場：１ヶ所

R F P グ ル ー プ 本　社：ロシア連邦ハバロフスク地方ハバロフスク市
工　場：ロシア連邦ハバロフスク地方アムールスク市

I i d a  G r o u p  R U S  L L C 本　社：ロシア連邦沿海地方ウラジオストク市

Slavianka Timber Terminal 本　社：ロシア連邦沿海地方スラビヤンカ地区
工場及び港湾施設：１ヶ所

ホ ー ム ト レ ー ド セ ン タ ー ㈱ 本　社：東京都武蔵野市
営業所：47店舗

I G ウ イ ン ド ウ ズ ㈱
本　社：東京都武蔵野市
工　場：３ヶ所  営業所：３店舗
サッシセンター：５ヶ所

フ ァ ー ス ト プ ラ ス ㈱ 本　社：東京都武蔵野市
工　場：２ヶ所  営業所：４店舗

㈱ オ リ エ ン ト 本　社：群馬県沼田市
工　場：３ヶ所

PT IIDA GROUP HOLDINGS 本　社：インドネシア共和国ボゴール市
工　場：２ヶ所  事務所：１ヶ所

－ 18 －



2026/05/28 15:45:15 / 25297888_飯田グループホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

従業員の状況、主要な借入先の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 （ 人 ） 前連結会計年度末比
増 減

一 建 設 グ ル ー プ 2,571 77人減

飯 田 産 業 グ ル ー プ 1,980 42人増

東 栄 住 宅 グ ル ー プ 1,200 50人増

タ ク ト ホ ー ム グ ル ー プ 1,369 137人増

ア ー ネ ス ト ワ ン グ ル ー プ 2,056 92人増

ア イ デ ィ ホ ー ム 649 14人減

そ の 他 4,283 249人増

全 社 （ 共 通 ） 109 10人減

合 計 14,217 469人増

⑺　従業員の状況（2026年３月31日現在）
企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員であります。
２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、当社の従業員数であります。

借 入 先 名 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 280,182百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 208,616百万円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 74,483百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 28,065百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 25,150百万円

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 23,486百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 17,190百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 12,438百万円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 7,526百万円

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 7,352百万円

⑻　主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 1,100,000,000株
②　発行済株式の総数 280,379,057株
③　株主数 31,334名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
飯 田 興 産 株 式 会 社 52,970,373株 19.17％

西 河 洋 一 27,940,720株 10.11％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 24,956,600株 9.03％

森 　 和 彦 18,420,533株 6.67％

有 限 会 社 Ｋ ． フ ォ レ ス ト 11,662,080株 4.22％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） ＲＥ ＳＩＬＣＨＥ
ＳＴＥＲ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＩＮＶＥＳＴＯＲＳ ＩＮＴＥ
Ｒ Ｎ Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ａ Ｌ  Ｖ Ａ Ｌ Ｕ Ｅ  Ｅ Ｑ Ｕ Ｉ Ｔ Ｙ  Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ

11,086,900株 4.01％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ) 9,078,700株 3.29％

飯 田 和 美 8,350,340株 3.02％

山 本 商 事 株 式 会 社 6,642,000株 2.40％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） ＲＥ U．S． 
T A X  E X E M P T E D  P E N S I O N  F U N D S 6,340,520株 2.29％

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2026年３月31日現在）

④　大株主

（注）持株比率は自己株式（4,048,833株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 西 野 　 弘 RFP（BVI）取締役
PT IIDA GROUP HOLDINGS取締役

取 締 役 専 務 堀 口 忠 美

一建設㈱代表取締役社長
住宅情報館㈱代表取締役副社長
第一住宅協同組合理事
㈱リビングコーポレーション取締役
PT HAJIME INDONESIA JAYA取締役

取 締 役 兼 井 雅 史 アイディホーム㈱代表取締役社長
第一住宅協同組合理事

取 締 役 松 林 重 行
㈱アーネストワン代表取締役社長
第一住宅協同組合理事
㈱エイワンプラス取締役
㈱アーネストウイング取締役

取 締 役 小 寺 一 裕
タクトホーム㈱代表取締役社長
㈱ソリド・ワン取締役
BMM㈱代表取締役社長

取 締 役 佐 藤 千 尋
㈱東栄住宅代表取締役社長兼社長執行役員
東栄ホームサービス㈱代表取締役社長
一般社団法人全国住宅産業協会理事
住宅新興事業協同組合理事

取 締 役 築 地 重 彦

㈱飯田産業代表取締役社長兼一般管理本部長
パラダイスリゾート㈱監査役
㈱ファミリーライフサービス取締役
住宅新興事業協同組合代表理事
PT PERUMNAS IIDA GROUP代表監査役

取 締 役 中 島 健 一 経営企画部長兼グループ事業推進本部長

取 締 役 村 　 田 　 奈 々 子 東洋大学教授

取 締 役 佐 々 木 　 新 　 一 ペイシャンスキャピタルグループ㈱特別顧問
学校法人聖路加国際大学理事長

取 締 役 今 井 尚 哉

東京都参与
三菱重工業㈱顧問
キヤノングローバル戦略研究所研究主幹
ジャパン・アクティベーション・キャピタル
㈱取締役
内閣官房参与

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 本 多 則 惠
一般社団法人LGBT法連合会相談役
㈱アンビスホールディングス社外取締役
一般社団法人成年後見普及協会理事
日本司法支援センター理事

常 勤 監 査 役 石 丸 郁 子 ホームトレードセンター㈱監査役

常 勤 監 査 役 小 幡 浩 之 －

監 査 役 藤 田 浩 司 奥野総合法律事務所パートナー弁護士
イリソ電子工業㈱監査等委員

監 査 役 本 間 周 平
㈲ベストアカウンタンツ代表取締役
プラス会計事務所代表
共立パートナーズ㈱代表取締役

氏名 異動前 異動後 異動年月日

西野　弘 代表取締役副社長 代表取締役社長 2025年４月１日

兼井　雅史 代表取締役社長 取締役 2025年４月１日

（注）１. 取締役村田奈々子氏、佐々木新一氏、今井尚哉氏及び本多則惠氏は社外取締役であります。
２. 常勤監査役小幡浩之氏、監査役藤田浩司氏及び本間周平氏は社外監査役であります。
３. 監査役本間周平氏は、公認会計士、税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、当社

子会社において監査役の経験を有するものであります。
４. 当社は、社外取締役村田奈々子氏、佐々木新一氏、今井尚哉氏及び本多則惠氏並びに社外監査役小幡

浩之氏、藤田浩司氏及び本間周平氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

５. 村田奈々子氏の戸籍上の氏名は、澤栁󠄁奈々子であります。
６. 本多則惠氏の戸籍上の氏名は、岸本則惠であります。

②　当事業年度中における取締役の地位・担当の異動

③　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約における損害賠償責任の
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。
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会社役員の状況

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社のすべての取締役、監査
役、会計監査人、執行役員及びその他会社法上の重要な使用人であり、被保険者は保険料を負
担しておりません。

当該保険契約により被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含
む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用
を補償します。

⑤　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬の決定に関する方針

(a) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法
当社は、取締役会において、以下のとおり取締役及び監査役の報酬等の内容の決定に関す

る方針を定め、第５期より運用しております。
取締役の報酬については、基本報酬となる「固定報酬」と、業績への貢献度に応じて変動

する「業績連動報酬」によって構成されており、業績向上に対するインセンティブとして有
効に機能するよう、そのバランスに配慮するとともに、取締役の個人別の報酬等の決定に際
しては、同業あるいは同規模の他企業における役員報酬水準を参考にするほか、会社の業績
及び各取締役の役位、職責、在任期間等を踏まえた適正な水準となるよう設定しておりま
す。その報酬総額は、株主総会で決議された報酬等の総額の範囲内で取締役会において決定
しております。

監査役の報酬については、当社グループ全体の職務執行に対する監査の職責を負うことか
ら、株主総会において承認された範囲内で、その職責、位置づけ等を踏まえ、定額報酬とし
て経験及び職位に応じて定められた額を支給しております。

(b) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する役職ごとの方針
役職ごとの方針として、前述のとおりですが、業務執行から独立した立場である独立社外

取締役の報酬は業績連動報酬が相応しくないため、固定報酬のみとしております。
また、監査役の報酬についても前述のとおりです。
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会社役員の状況

(c) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の氏名又は
名称、その権限の内容及び裁量の範囲
取締役の報酬等の算定方法の決定に関する方針の決定権限は取締役会が有し、取締役（独

立社外取締役を除く）の報酬等については取締役会が「固定報酬の考え方」及び「業績連動
報酬の考え方」を決定したうえで、個別報酬額の決定については、その範囲内で代表取締役
社長に一任しております。

また、独立社外取締役の報酬等については、取締役会で固定報酬のみとする方針を定め、
代表取締役社長に個別報酬額の決定を一任しております。

当事業年度においては、2025年４月の取締役会で、代表取締役社長の西野弘氏に取締役
の個別報酬額の具体的内容を委任する旨の決議をしております。委任する権限の内容は、各
取締役の固定報酬の額及び担当事業の業績を踏まえた報酬の評価配分であり、これら権限を
委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには、代表
取締役社長が最も適しているからであります。

なお、当社では独立社外取締役が４名おり、指名や報酬の決定を通じた業務執行の適切な
評価と、評価等を通じた将来志向のインセンティブ付けによる監督のほか、助言や議決権行
使による業務執行の意思決定への関与といった役割や機能を果たしております。各取締役の
報酬等についても、独立社外取締役が適宜確認できる体制となっているため、取締役会とし
ては、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断
しております。

監査役の報酬等の額の決定に関する方針の決定権限は、監査役会が有し、その職責、位置
づけ等を踏まえ、定額報酬として経験及び職位に応じた額を支給するとの方針を定めたうえ
で、監査役会における監査役相互の協議にもとづき、個別報酬額を決定しております。

(d) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定に関与する委員会等
役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定に関与する委員会等は設置

しておりません。

(e) 業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針
業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関しては、前述のとおり、

業績向上に対するインセンティブとして有効に機能するよう、そのバランスに配慮する方針
としております。
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会社役員の状況

(f) 業績連動報酬に係る指標、当該指標を選定した理由及び当該業績連動報酬の額の決定方法
事業年度毎の環境変化に適応しながら、中長期的な企業価値向上を目指すインセンティブ

として有効に機能させるため、主な子会社が中長期的に安定して事業規模を成長させたと仮
定した場合の売上目標（理論値）に対する利益額実績の比率を指標とし、指標の算出に使用
した利益額に指標の水準毎に予め定めた係数を乗じた額を業績連動報酬の総額上限として決
定しております。

(g) 当事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標及び実績
当事業年度における業績連動報酬に係る指標についての目標は設定しておりませんが、当

該指標が一定水準未満の場合、業績連動報酬が生じない制度設計としております。当事業年
度の業績連動報酬に係る指標の実績は約3.2％であり支給水準を満たしていないことから、
当事業年度においては業績連動報酬を支給しておりません。

(h) 役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日及び当該決議の内容
取締役の報酬等の総額については、2014年６月27日の第１期定時株主総会において年額

1,200百万円以内（当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名）で決議され、監査役の報
酬等の総額については、2017年６月27日の第４期定時株主総会において年額70百万円以内
（当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名）で決議されております。

(i) 報酬等の額の決定過程における取締役会の活動内容
当事業年度の取締役（独立社外取締役を除く）の報酬等については、2017年３月の取締

役会において、「固定報酬の考え方」及び「業績連動報酬の考え方」を制定、2022年４月
及び2024年６月に改定をおこない、その範囲内での個別報酬額の決定を、2025年４月の取
締役会において代表取締役社長に一任する決議を行なっております。また、2025年８月の
取締役会において固定報酬及び業績連動報酬に関する改定を行なっております。

当事業年度の独立社外取締役の報酬等については、2025年４月の取締役会において、そ
の個別報酬額の決定を、代表取締役社長に一任する決議を行なっております。
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会社役員の状況

区 分 員 数
報 酬 等 の 種 類 別 の 額

計
基 本 報 酬 業績連動報酬等 非 金 銭 報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

7名
(5）

147百万円
（35）

－百万円
（－）

－百万円
（－）

147百万円
（35）

監 査 役
（うち社外監査役）

6
（4）

66
（20）

－
（－）

－
（－）

66
（20）

合 計
（うち社外役員）

13
（9）

213
（55）

－
（－）

－
（－）

213
（55）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

ハ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

⑥　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役村田奈々子氏は、東洋大学教授であります。当社と兼職先との間には特別の関係は
ありません。

・取締役佐々木新一氏は、ペイシャンスキャピタルグループ㈱特別顧問、学校法人聖路加国
際大学理事長であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役今井尚哉氏は、東京都参与、三菱重工業㈱顧問、キヤノングローバル戦略研究所研
究主幹、ジャパン・アクティベーション・キャピタル㈱取締役、内閣官房参与でありま
す。当社と各兼職先との間に特別の関係はありません。

・取締役本多則惠氏は、一般社団法人LGBT法連合会相談役、㈱アンビスホールディングス
社外取締役、一般社団法人成年後見普及協会理事、日本司法支援センター理事でありま
す。当社と各兼職先との間に特別の関係はありません。

・監査役藤田浩司氏は、奥野総合法律事務所パートナー弁護士、イリソ電子工業㈱監査等委
員であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役本間周平氏は、㈲ベストアカウンタンツ代表取締役、プラス会計事務所代表、共立
パートナーズ㈱代表取締役であります。当社と各兼職先との間に特別の関係はありませ
ん。
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会社役員の状況

区　分 氏　名 出席状況及び発言状況

取締役 村　田　奈々子 当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました。
主に西洋史学の専門家としての高度な知見に加え、大学教授として
の豊富な経験から、報告事項や決議事項について適宜質問し、積極
的に意見を述べており、専門的な立場から監督、助言を行うなど、
意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
おります。

取締役 佐々木　新　一 当事業年度に開催された取締役会18回のうち、17回に出席いたしま
した。主に企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識から、報告
事項や決議事項について適宜質問し、積極的に意見を述べており、
専門的な立場から監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正
性を確保するための適切な役割を果たしております。

取締役 今　井　尚　哉 当事業年度に開催された取締役会18回のうち、17回に出席いたしま
した。主にエネルギー環境・産業政策の専門家としての高度な知見
に加え、民間企業やシンクタンクでの豊富な経験から、報告事項や
決議事項について適宜質問し、積極的に意見を述べており、専門的
な立場から監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確
保するための適切な役割を果たしております。

取締役 本　多　則　惠 2025年６月26日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回
の全てに出席いたしました。主に労働政策の専門家としての高度な
知見に加え、大学教授や他団体での豊富な経験から、報告事項や決
議事項について適宜質問し、積極的に意見を述べており、専門的な
立場から監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保
するための適切な役割を果たしております。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況

区　分 氏　名 出席状況及び発言状況
常勤監査役 小　幡　浩　之 2025年６月26日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回

の全てに、監査役会10回の全てに出席いたしました。
取締役会及び監査役会において主に金融機関の要職を歴任した豊富
な経験と幅広い見識から発言を行っております。

監査役 藤　田　浩　司 当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、監査役会14回の全
てに出席いたしました。
取締役会及び監査役会において主に弁護士としての専門的見地から
発言を行っております。

監査役 本　間　周　平 2025年６月26日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回
の全てに、監査役会10回の全てに出席いたしました。取締役会及び
監査役会において主に公認会計士、税理士としての専門的見地から
発言を行っております。
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 87百万円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益合計額 462百万円

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について会社法第
399条第１項の同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な子会社のうち、RFPグループ等の一部の在外子会社につきましては、当社の会計監査人
以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監
査を受けております。

③　非監査業務の内容
当社は、EY新日本有限責任監査法人に対して、SSBJ基準対応助言業務及びSSBJ基準対応役
員向け研修配信についての対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理
由を報告いたします。

－ 29 －
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

⑸　業務の適正を確保するための体制
１. 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

(1)　当社グループは、法令遵守や企業倫理の徹底を図るため「飯田グループ行動基準」を定め
るとともに、これに則った業務運営を実現するための具体的な手引書として「コンプライア
ンス・マニュアル」を制定し、これをグループの全役員及び使用人に配付する。

(2)　コンプライアンス部会を設置し、グループ全体のコンプライアンスの状況について検証を
行うとともに、コンプライアンスプログラムの企画・立案・実施等を通じて、コンプライア
ンスの充実・徹底を図る。

(3)　内部監査室は、子会社の内部監査部門と連携を図り、内部監査規程に基づく監査を行い、
経営に重要な影響を及ぼすと思われる事項については、社長、監査役及びグループ経営会議
等に報告する。

(4)　法令違反その他コンプライアンスに関する報告体制として内部通報制度を構築し、社内外
に通報窓口を設置するとともに、内部通報規程に基づきその運用を行う。

(5)　当社及び子会社の取締役の職務執行状況は、各社の監査役及び監査役会の監査方針及び監
査計画に基づき監査を受ける。また、監査役は、グループ内の法令遵守体制及び内部通報制
度の運用に問題があると認めたときは、意見を述べるとともに改善策の策定を求めることが
できる。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(1)　取締役会は、稟議書及び議事録等の取締役の職務の執行に係る情報を相当期間保存管理す
る体制を構築し、文書管理規程に定めるとともに、当該情報を文書又は電磁的記録媒体に記
録し、整理・保存する。

(2)　監査役会は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、関連諸規程に準拠
して実施されているかについて監査し、必要に応じて取締役会に報告する。

３. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1)　業務の適切性及び健全性を確保するため、リスク管理に係る社内規程を含む体制等を整備
するとともに、リスクの種類・範囲に対応した適正なリスク管理を行う。

(2)　当社及び子会社の取締役及び各部署の責任者は、担当する業務の内容を整理し、内在する
リスクを把握、分析、評価し、適切な対策を実施するとともに、定期的な見直しを行う。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(3)　当社及び子会社の社長を構成メンバーとするリスクマネジメント委員会を設置し、グルー
プ全体のリスクマネジメントを統括・管理するとともに、委員会を構成する組織としてリス
ク管理やコンプライアンスを協議・統制する部会を各々設置し、効果的かつ効率的なリスク
マネジメントを実施する。

(4)　グループ全体の重要なリスクについては、リスクマネジメント委員会で十分討議し対策を
検討するほか、特に重要なものについては取締役会で審議する。

４. 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役
会及びグループ経営会議を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

(2)　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程において、各責任
者及びその責任、執行手続きについて定めるほか、法令上、取締役会が決議しなければなら
ない事項を除き、職務権限規程で取締役等に業務執行の決定権を委任しており、子会社にお
いてもこれに準拠した体制を構築する。

５. 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社並びに子
会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)　子会社の代表取締役及び取締役会は、他の取締役の職務執行の監視・監督を行うととも
に、重要な事項について当社の取締役会に報告する。

(2)　子会社から当社への報告事項等を定めた関係会社管理規程を設け、各社の内部統制システ
ムの構築及び有効な運用を支援するとともに、報告制度等によりグループ全体の業務の適正
を管理する。

(3)　子会社の管理状況及び業務活動については、当社及び子会社において監査役の監査及び内
部監査を実施する。

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項

(1)　必要に応じて、監査役の職務を補助すべき使用人として監査役補助者を任命する。監査役
補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金などの改定につ
いては、監査役会の同意を得た上で決定する。

(2)　当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事するも
のとする。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

７. 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告
を受けた者が当社監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び報
告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制

(1)　当社及び子会社の役員及び使用人等は、当社グループの業績等に著しい損害を及ぼす恐れ
のある重要な事項について監査役に報告する。また、監査役はいつでも必要に応じて、取締
役及び使用人に対して報告を求めることができる。

(2)　子会社の運営状況や重要な不正行為等については、取締役会やグループ経営会議等を通じ
て定期的に監査役に報告するとともに、監査役の求めがある場合は随時報告を行うものとす
る。

(3)　内部通報窓口への通報内容が、監査役の職務の執行に必要な範囲に係る場合及び通報者が
監査役へ通報を希望する場合は速やかに監査役に報告する。

(4)　当社は、監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として、当社又は子会社におい
て不利な取扱いを受けないことを確保する。また、被通報者に対しても、事の真意が明らか
になるまでは、当該報告がされたことを理由として当社又は子会社において不利な取扱いを
受けないことを確保する。

８. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求にかかる費用又は債
務が当該監査役の職務の執行に必要でないと判断した場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理するものとする。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1)　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、取締役会、グループ
経営会議及びその他の重要会議に出席することができるほか、主要な稟議書その他業務執行
に関する重要な書類を閲覧し、取締役又は使用人に対し、その説明を求めることができる。

(2)　監査役は、代表取締役と定期的な意見交換会を開催するとともに会計監査人、内部監査室
との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

10．財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、当社及び子会社の財務報告に関する信頼性を確保するため、「財務報告
に係る内部統制に関する基本的計画及び方針」に基づき、必要かつ適切な財務報告に係る内
部統制を整備・運用するとともに、その体制及び運用状況を継続的に評価し、必要な是正を
行うものとする。

11．反社会的勢力の排除に向けた体制
当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力、団体、個人に対し
ては毅然とした態度で対応し、一切の取引を行わないものとする。また、反社会的勢力によ
る不当要求に対しては、警察、弁護士等の外部の専門機関と連携し、必要に応じて民事と刑
事の両面から法的対応を行う。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
１．コンプライアンス
「飯田グループ行動基準」を制定し、当社グループの取締役及び使用人に法令や社会規範の
遵守が企業活動の前提であることを示すとともに、全社員に対する「コンプライアンス・マニ
ュアル」の配付やコンプライアンスに係る研修等を適宜実施することで、コンプライアンス意
識の向上と周知徹底を図っております。また、定期的にコンプライアンス部会を開催し、コン
プライアンスプログラムの策定やグループ全体のコンプライアンスに関する課題の把握とその
対応策を審議したほか、内部監査部門による監査や内部通報制度の適切な運営等により、当社
グループにおけるコンプライアンス態勢の整備並びに推進等を図りました。

２．リスク管理
当社及び主要子会社の社長等を構成メンバーとするリスクマネジメント委員会を設置し、グ

ループ全体のリスクマネジメントを統括・管理するとともに、リスク管理部会とコンプライア
ンス部会を傘下に設置し、全社横断的な視点で、効率的かつ効果的なリスクマネジメントに取
り組みました。また、リスク管理を含む社内規程を整備するとともに、定期的にリスク管理部
会を開催し、所在するリスクの把握、施策の検討等により、当社グループにおけるリスクへの
対応を図っております。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

３．子会社経営管理
当社取締役が主要子会社の取締役を兼務することで、株主への責任やグループ全体の視点か
ら子会社経営に取り組む体制とし、当社グループにおける報告、管理体制の確立等、企業統治
の枠組みを確保しております。また、「関係会社管理規程」等の制定により、その重要性に応
じて当社が決裁すべき事項と報告を受けるべき事項を明確化し、もってグループ全体の業務に
係る適切な運営及び管理を確保する体制を整備しております。

４．効率的な職務執行体制
定期的な取締役会やグループ経営会議等の開催に加え、必要に応じて臨時の取締役会を開催
することにより、法令や定款等に定められた重要事項を決定するとともに、業務の効率的な執
行を図るほか、取締役の職務執行状況を監督しております。また、当社及び子会社では、組織
規程、職務分掌規程、職務権限規程等を定め、これにより責任の明確化及び効率的な業務の遂
行を図っております。

５．監査役監査体制
監査役は、取締役会及びグループ経営会議等の重要会議への出席や稟議書等の重要書類の閲
覧のほか、必要に応じて取締役、使用人等にヒアリング等を行うことで監査の実効性を確保す
るとともに、適宜助言等を行うことにより企業統治体制の確立に努めております。また、代表
取締役等との定期的な意見交換、並びに、会計監査人及び内部監査室等内部統制に係る組織と
の適切な連携等を推進することにより、効果的な監査業務を遂行しております。
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連結財政状態計算書

資 産 負 債
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,463,311 流 動 負 債 640,011
現 金 及 び 預 金 436,653 社 債 及 び 借 入 金 464,547
営業債権及びその他の債権 14,769 リ ー ス 負 債 7,103
契 約 資 産 4,969 営業債務及びその他の債務 95,836
棚 卸 資 産 966,039 そ の 他 の 金 融 負 債 17,814
営 業 貸 付 金 及 び 営 業 未 収 入 金 17,349 未 払 法 人 所 得 税 等 20,212
未 収 還 付 法 人 所 得 税 12 契 約 負 債 9,777
そ の 他 の 金 融 資 産 1,202 そ の 他 の 流 動 負 債 24,718
そ の 他 の 流 動 資 産 22,315 非 流 動 負 債 347,168

非 流 動 資 産 545,428 社 債 及 び 借 入 金 292,660
有 形 固 定 資 産 136,513 リ ー ス 負 債 17,408
使 用 権 資 産 23,774 そ の 他 の 金 融 負 債 15,665
の れ ん 225,159 退 職 給 付 に 係 る 負 債 12,855
無 形 資 産 17,914 引 当 金 4,271
投 資 不 動 産 74,599 繰 延 税 金 負 債 3,384
持 分 法 で 会 計 処 理 さ れ て い る 投 資 560 そ の 他 の 非 流 動 負 債 923
そ の 他 の 金 融 資 産 40,909 負 債 合 計 987,179
繰 延 税 金 資 産 23,455 資 本
そ の 他 の 非 流 動 資 産 2,541 親会社の所有者に帰属する持分 1,020,964

資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 377,934
利 益 剰 余 金 641,017
自 己 株 式 △9,182
その他の資本の構成要素 1,195

非 支 配 持 分 595
資 本 合 計 1,021,560

資 産 合 計 2,008,739 負 債 及 び 資 本 合 計 2,008,739

連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

科 目 金 額
売 上 収 益 1,508,864
売 上 原 価 △1,240,311
売 上 総 利 益 268,552
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △173,002
そ の 他 の 営 業 収 益 4,647
そ の 他 の 営 業 費 用 △5,753
営 業 利 益 94,444
金 融 収 益 3,303
金 融 費 用 △7,860
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 56
税 引 前 利 益 89,943
法 人 所 得 税 費 用 △28,322
当 期 利 益 61,621

当 期 利 益 の 帰 属
親 会 社 の 所 有 者 63,315
非 支 配 持 分 △1,694
当 期 利 益 61,621

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結持分変動計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式
そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素
在 外 営 業
活 動 体 の
換 算 差 額

確定給付制度
の 再 測 定

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 10,000 374,634 605,464 △9,182 1,910 △90
当 期 利 益 － － 63,315 － － －
そ の 他 の 包 括 利 益 － － － － △480 450

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 63,315 － △480 450
配 当 金 － － △27,633 － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 － －
そ の 他 － － △129 － 89 －

所 有 者 に よ る 拠 出 及 び
所 有 者 へ の 分 配 合 計 － － △27,762 △0 89 －

企 業 結 合 に よ る 変 動 － － － － － －
非支配株主に係る売建プッ
ト・オプションによる変動 － 3,299 － － － －

子 会 社 に 対 す る 所 有 持 分 の
変 動 額 合 計 － 3,299 － － － －

所 有 者 と の 取 引 額 等 合 計 － 3,299 △27,762 △0 89 －
2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 10,000 377,934 641,017 △9,182 1,519 360

連結持分変動計算書

（単位：百万円）
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連結持分変動計算書

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

非 支 配 持 分 合 計

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

合 計
その他の包括
利益を通じて
公 正 価 値 で
測 定 す る
金 融 資 産

合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 △1,247 572 981,488 498 981,986
当 期 利 益 － － 63,315 △1,694 61,621
そ の 他 の 包 括 利 益 564 534 534 △33 500

当 期 包 括 利 益 合 計 564 534 63,849 △1,727 62,122
配 当 金 － － △27,633 － △27,633
自 己 株 式 の 取 得 － － △0 － △0
そ の 他 － 89 △39 － △39

所 有 者 に よ る 拠 出 及 び
所 有 者 へ の 分 配 合 計 － 89 △27,673 － △27,673

企 業 結 合 に よ る 変 動 － － － 5,507 5,507
非支配株主に係る売建プッ
ト・オプションによる変動 － － 3,299 △3,683 △383

子 会 社 に 対 す る 所 有 持 分 の
変 動 額 合 計 － － 3,299 1,824 5,124

所 有 者 と の 取 引 額 等 合 計 － 89 △24,373 1,824 △22,548
2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △683 1,195 1,020,964 595 1,021,560

（単位：百万円）

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結計算書類の作成基準
当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、IFRSに準拠して作成しております。

なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。
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連結注記表

セグメントの名称 会 社 名 セグメントの名称 会 社 名

一建設
グループ

一 建 設 ㈱

アーネストワン
グループ

㈱ ア ー ネ ス ト ワ ン
住 宅 情 報 館 ㈱ ㈱ エ イ ワ ン プ ラ ス
住宅情報館フィナンシャルサービス㈱ ㈱ ア ー ネ ス ト ウ イ ン グ
㈱ リ ビ ン グ コ ー ポ レ ー シ ョ ン PT IONE HOME INDONESIA
PT HAJIME INDONESIA JAYA A r n e s t  O n e  A m e r i c a ,  I n c .
H a j i m e  A M E R I C A  I n c . P M C O  H o l d i n g s ,  L L C
W r i g h t  &  A s s o c i a t e s ,  L L C Ba l lan t ry  PMC Georg ia ,  LLC

飯田産業
グループ

㈱ 飯 田 産 業 Ballantry PMC Summit Chase, LLC
㈱ファミリーライフサービス アイディホーム ア イ デ ィ ホ ー ム ㈱
パ ラ ダ イ ス リ ゾ ー ト ㈱

その他

フ ァ ー ス ト ウ ッ ド ㈱
㈱ ユ ニ バ ー サ ル ホ ー ム ファーストプライウッド㈱
PT PERUMNAS I IDA GROUP 青 森 プ ラ イ ウ ッ ド ㈱
PT ABDILUHUR KAWULOALIT R F P （ B V I ）

東栄住宅
グループ

㈱ 東 栄 住 宅 D a l l e s p r o m
東 栄 ホ ー ム サ ー ビ ス ㈱ A L K
㈱ 東 栄 ラ ン ド I i d a  G r o u p  R U S  L L C
㈱ 東 栄 ビ ル ド Slavianka Timber Terminal
㈱ 第 一 工 業 ホームトレードセンター㈱
㈱ 第 一 建 商 I G ウ イ ン ド ウ ズ ㈱
ジ オ ラ フ タ ー ㈱ フ ァ ー ス ト プ ラ ス ㈱

タクトホーム
グループ

タ ク ト ホ ー ム ㈱ ㈱ オ リ エ ン ト
㈱ ソ リ ド ・ ワ ン IIDA GROUP HOLDINGS, INC.
テ ィ ー ア ラ ウ ン ド ㈱ PT I IDA GROUP HOLDINGS
㈱ フ ァ ー ス ト ラ イ フ 合 同 会 社 H a l e
PT TACT HOME INDONESIA

⑵　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 81社
・主要な連結子会社の名称
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連結注記表

⑶　持分法の適用に関する事項
・持分法適用会社の数 １社

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結計算書類には決算日が異なる子会社の計算書類が含まれております。当該子会社の決算日は12月末で

す。連結計算書類の作成に用いる子会社の計算書類を当社と異なる決算日で作成する場合、その子会社の決
算日と連結決算日との間に生じた重要な取引又は事象の影響については調整を行っております。

⑸　会計方針に関する事項
①金融資産の評価基準及び評価方法

(ⅰ) デリバティブ以外の金融資産
イ．当初認識及び測定

デリバティブ以外の金融資産は、当社グループが金融資産に関する契約の当事者となった取引日に
認識しております。

すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される場合を除き、公正価値
に取引費用を加算した金額で測定しております。

ロ．分類
当社グループは、金融資産について、「償却原価で測定する金融資産」「その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金融資産」「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」のいずれかに分類
しております。この分類は、当初認識時に決定しております。

(a)負債性金融資産
償却原価で測定する金融資産

以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに

基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・

フローが特定の日に生じる。
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その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
以下の要件をともに満たす場合には、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に

分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルに基づ

いて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・

フローが特定の日に生じる。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
上記のいずれにも分類されないものについて、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分

類しております。
ただし、会計上のミスマッチを解消又は大幅に削減するために、純損益を通じて公正価値で測定

する金融資産以外の金融資産に対し、当初認識時に、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
として指定する場合があります。

(b)資本性金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

当初認識時に、公正価値の変動をその他の包括利益を通じて認識すると指定したものについて
は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産以外の金融資産については、純損益を通

じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

ハ．事後測定
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

償却原価で測定する金融資産は、実効金利法による償却原価により測定しております。
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で測定し、その変動額を純損益として

認識しております。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で測定し、その変動額をそ

の他の包括利益として認識しております。
また、認識を中止した場合、その他の包括利益として認識していた累積損益について、負債性金

融資産は純損益に、資本性金融資産は利益剰余金に振り替えております。
なお、資本性金融資産からの配当金については、金融収益の一部として当期の純損益として認識

しております。
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ニ．金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（負債性

金融商品）については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しております。

金融資産のステージ分類
当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加してい

るかどうかを評価しており、貸倒引当金の認識・測定に当たっては、金融資産に関する信用リスクの
著しい増加の有無及び信用減損の有無によって金融資産をステージに分類しております。

ステージ１：信用リスクの著しい増加が見受けられない。
ステージ２：信用リスクの著しい増加が見受けられるが、信用減損は見受けられない。
ステージ３：信用リスクの著しい増加、信用減損がともに顕在化している。

各ステージにおける予想信用損失の対象期間
当社グループは、上記の分類に基づき、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合

（ステージ１）には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。一方で、当初認
識時点から信用リスクが著しく増加している場合（ステージ２及びステージ３）には、全期間の予想
信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。（一般的なアプローチ）

なお、上記のステージに関わらず、重大な金融要素を含んでいない営業債権及び契約資産は、常に
全期間の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。（単純化されたアプローチ）

信用リスクの著しい増加の判定方法
当社グループは、信用リスクが著しく増加しているかどうかを当初認識以降の債務不履行の発生リ

スクの変化に基づいて判断しており、契約上の支払期日より30日超の経過があった場合など、当初認
識時と比較して、期末日に債務不履行発生のリスクが著しく増加している場合に信用リスクが著しく
増加していると判定します。

債務不履行の発生リスクに変化があるかどうかを評価するのにあたっては、期日経過の情報のほ
か、以下も考慮しております。

・発行体の外部信用格付の著しい変動
・投融資先の経営成績の変動
・投融資先の財政状態の変動
なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融資産に係る

信用リスクが当初認識以降に著しく増加していないと評価しております。
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債務不履行の定義及び信用減損金融資産の判定方法
当社グループは、上記のような信用リスクが著しく増加している状況が更に悪化し、契約上の支払

期日より90日超の経過があった場合などを債務不履行が生じていると判定し、債務不履行となってい
る資産、及び投融資先の重大な財政的困難、経営成績の悪化などにより、将来的に回収が困難と見込
まれる資産を信用減損金融資産と判定しております。

直接償却の方針
なお、上記のステージに関わらず、法的に債権が消滅する場合など、金融資産の全部又は一部につ

いて回収できないと合理的に判断される場合は、当該金融資産の帳簿価額を直接償却しております。

予想信用損失の見積に用いたインプット、仮定及び見積技法
予想信用損失は、契約に基づいて当社グループが受け取るべきすべての契約上のキャッシュ・フロ

ーと、当社グループが受け取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フローとの差額の現在価値とし
て測定しております。

当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積っております。
・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや

労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、必要な調整を

行うこととしております。
金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を減額する事象が

発生した場合は、貸倒引当金の戻入額を純損益で認識しております。

ホ．金融資産の認識の中止
当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、又は当社

グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合において、金融資産
の認識を中止します。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合に
は、継続的関与を有している範囲において、資産と関連する負債を認識します。
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(ⅱ) デリバティブ以外の金融負債
イ．当初認識及び測定

当社グループは、発行した負債証券を、その発行日に当初認識しております。その他の金融負債
は、すべて当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認識しております。

すべての金融負債は公正価値で当初測定しておりますが、「償却原価で測定する金融負債」につい
ては、直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しており、「純損益を通じて公正価値で測定する
金融負債」の取引費用は、純損益に認識しております。

ロ．分類及び事後測定
当社グループは、金融負債について、「償却原価で測定する金融負債」「純損益を通じて公正価値

で測定する金融負債」「非支配株主に係る売建プット・オプション」のいずれかに分類しておりま
す。この分類は、当初認識時に決定しております。

償却原価で測定する金融負債
当社グループは、金融負債については、「純損益を通じて公正価値で測定する金融負債」に分類

されるもの等を除き、「償却原価で測定する金融負債」に分類しております。
「償却原価で測定する金融負債」については、当初認識後、実効金利法による償却原価で測定し

ております。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得又は損失については、金融費
用の一部として当期の純損益として認識しております。

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
金融負債が、トレーディング目的保有又は純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に指定さ

れた場合、「純損益を通じて公正価値で測定する金融負債」に分類されます。
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債については、売買目的保有の金融負債と当初認識時

に純損益を通じて公正価値で測定すると指定した金融負債を含んでおり、当初認識後公正価値で測
定し、その変動については当期の純損益として認識しております。

非支配株主に係る売建プット・オプション
企業結合時に非支配株主に対してプット・オプション（共同出資者間での合意により、支配獲得

後の一定期間経過後に一定の価格にて非支配株主となる共同出資者がその出資持分を当社に売り渡
す権利）を付与した場合は、そのプット・オプションの償還金額の現在価値を金融負債として認識
するとともに、当該プット・オプションに係る非支配持分の認識を中止し、差額を資本剰余金とし
て処理しております。プット・オプションの当初認識後の変動については資本剰余金に認識してお
ります。
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ハ．金融負債の認識の中止
当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、

又は失効となった時に、金融負債の認識を中止します。

(ⅲ) デリバティブ
当社グループは、為替リスクや金利リスクをそれぞれヘッジするために、為替予約、金利スワップ契

約等のデリバティブを利用しております。これらのデリバティブは、契約が締結された時点の公正価値
で当初認識され、その後も公正価値で事後測定しております。

デリバティブの利得又は損失は、連結損益計算書において純損益として認識しております。ただし、
キャッシュ・フロー・ヘッジの有効な部分はその他の包括利益を通じて連結財政状態計算書においてそ
の他の資本の構成要素として認識しております。

(ⅳ) ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ
当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘッジを実施す

るに当たってのリスク管理目的及び戦略について、公式に指定及び文書化を行っております。当該文書
は、具体的なヘッジ手段、ヘッジ対象となる項目又は取引並びにヘッジされるリスクの性質及びヘッジ
されたリスクに起因するヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺する
に際してのヘッジ手段の公正価値変動の有効性の評価方法等を含んでおります。具体的には、以下の項
目をすべて満たす場合に、ヘッジが有効と判断しております。

・ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係があること
・信用リスクの影響が、当該経済的関係から生じる価値変動に著しく優越するものではないこと
・ヘッジ関係のヘッジ比率が、当社グループが実際にヘッジしているヘッジ対象の量と当社グループ

がヘッジ対象の当該量を実際にヘッジするのに使用しているヘッジ手段の量から生じる比率と同じ
であること

当社グループは、ヘッジ関係が将来に向けて有効であるかどうかを継続的に評価しております。ヘッ
ジの非有効部分が生じる原因としては、ヘッジ手段の価値変動がヘッジ対象の価値変動を上回る又は下
回る場合があります。

ヘッジ比率については、ヘッジ対象とヘッジ手段の経済的価値及びリスク管理戦略に照らして適切に
設定しております。

ヘッジ関係について有効性が認められなくなったものの、リスク管理目的に変更がない場合は、ヘッ
ジ関係が再び有効となるようヘッジ比率を再調整しております。また、ヘッジ関係についてリスク管理
目的が変更された場合は、ヘッジ会計の適用を中止しております。
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キャッシュ・フロー・ヘッジ
ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効な部分は、その他の包括利益として認識し、非有効部分

は純損益として認識しております。
その他の包括利益に計上されたヘッジ手段に係る金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を

与える時点で純損益に振り替えております。ヘッジ対象が非金融資産又は非金融負債の認識を生じさ
せるものである場合には、その他の包括利益として認識されている金額は、非金融資産又は非金融負
債の当初の帳簿価額の修正として振り替えております。

予定取引又は確定約定の発生がもはや見込まれない場合には、従来その他の包括利益を通じてその
他の資本の構成要素として認識していた累積損益を純損益に振り替えております。ヘッジされた将来
キャッシュ・フローの発生がまだ見込まれる場合には、従来その他の包括利益を通じてその他の資本
の構成要素として認識されていた金額は、当該将来キャッシュ・フローが発生するまで引き続きその
他の資本の構成要素に計上しております。

(ⅴ) ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ
当社グループには、ヘッジ目的で保有しているデリバティブのうち、ヘッジ会計の要件を満たしてい

ないものがあります。これらのデリバティブの公正価値の変動は全て即時に純損益で認識しておりま
す。

(ⅵ) 金融資産及び金融負債の表示
金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ純額で決済するか又

は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純
額で表示しております。

(ⅶ) 金融商品の公正価値
各報告日現在で活発な市場において取引されている金融商品の公正価値は、市場における公表価格又

はディーラー価格を参照しております。活発な市場が存在しない金融商品の公正価値は、適切な評価技
法を使用して算定しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。
正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売

費用を控除した額であります。取得原価は主として個別法に基づいて算定されており、取得費、外注費及
び現在の場所及び状態に至るまでに要したすべての費用を含んでおります。

棚卸資産は、主として、販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金、貯蔵品及び原材料から構
成されております。
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③　有形固定資産の減価償却方法
有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定してお

ります。
取得原価には資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び土地の原状回復費用、及び資産計上すべ

き借入コストが含まれております。
有形固定資産の構成要素の耐用年数が構成要素ごとに異なる場合は、それぞれ別個の有形固定資産項目

として計上しております。
減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額又は取得価額

に準じる額から残存価額を差し引いて算出しております。
減価償却については、土地及び建設仮勘定以外の有形固定資産は各構成要素の見積耐用年数にわたり、

主に定額法に基づいております。定額法を採用している理由は、これが資産によって生み出される将来の
経済的便益の消費の想定パターンに最も近似していると考えられるためであります。

当期における見積耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物　　　　　２年～90年
・機械設備及び車両運搬具　２年～30年
・工具器具及び備品　　　　１年～20年

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定して
おります。

④　投資不動産の減価償却方法
投資不動産は、賃貸収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する

不動産であります。投資不動産の認識後の測定については原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累
計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。

土地以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数（２年～50年）にわたり、定額法により算
定しております。

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定して
おります。

－ 48 －



2026/05/28 15:45:15 / 25297888_飯田グループホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

⑤　無形資産（のれんを除く）の償却方法
個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。
のれん以外の無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐

用年数にわたって定額法で償却され、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で
計上しております。主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。なお、耐用年数を確定で
きない無形資産については償却を行わず、毎期かつ減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テスト
を実施しております。

・契約関連無形資産　15年
・顧客関連資産　　　15年
・ソフトウエア　　　１年～５年

なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定しており
ます。

⑥　リース
当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定しておりま

す。法的にはリースの形態をとらないものであっても、契約が特定された資産の使用を支配する権利を一
定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判
定しております。

契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産及びリース
負債を認識しております。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定し、使用権資産は、リース負
債の当初測定の金額に、開始日以前に支払ったリース料等、借手に発生した当初直接コスト及びリースの
契約条件で要求されている原状回復義務等のコストを調整した取得原価で測定しております。

当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償却
を行っております。

リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書にお
いて使用権資産に係る減価償却費と区分して認識しております。

ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及び
リース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的な基礎のいずれかによ
り費用として認識しております。
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連結注記表

⑦　重要な引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社が、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決

済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りがで
きる場合に認識しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債
に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割引いております。時の経過に伴う割引額の
割戻しは金融費用として認識しております。

⑧　従業員給付
当社及び連結子会社は、確定給付制度として退職一時金制度を設けており、一部の連結子会社は確定拠

出年金制度を採用しております。

(ⅰ)　確定給付制度
当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予

測単位積増方式を用いて算定しております。
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した

期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
確定給付制度の再測定額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識しております。
過去勤務費用は、発生した期の純損益として処理しております。
勤務費用及び確定給付負債の純額に係る純利息費用は純損益として認識しております。

(ⅱ)　確定拠出制度
確定拠出制度への拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識し、未払拠出額を債務

として認識しております。

⑨　重要な収益の計上基準
当社グループでは、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当金等並びにIFRS第16号「リース」

に基づく賃貸収入等を除く顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識して
おります。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する

当社グループは、主要な事業として戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業を行っておりま
す。これらの事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、それぞれの履行義務に関する情
報、取引価格の決定方法、収益の認識時期等は、８．収益認識に関する注記に記載のとおりであります。
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⑩　のれんに関する事項
企業結合から生じたのれんは、無形資産として計上しております。
のれんの償却は行わず、毎期かつ減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しており

ます。
のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりません。
また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除した帳簿価額で計上

しております。

⑪　外貨の換算基準
(ⅰ)　外貨建取引の換算

外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループの機能通貨に換算しております。
外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しております。公正価値で測定

している外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に換算
しております。

この結果生じる換算差額は、有効なキャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段としてその他の包括利
益に認識される場合を除き、純損益に認識しております。

外貨建取得原価にて測定される非貨幣性資産及び負債は、取引日の為替レートで換算しております。

(ⅱ)　在外営業活動体の財務諸表
在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用については為替レート

が著しく変動している場合等を除き、主に期中平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在
外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在
外営業活動体の換算差額は、在外営業活動体が処分された期間に純損益として認識されます。ただし、
当該在外営業活動体が非完全子会社である場合には、換算差額を非支配持分へ配分しております。
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連結注記表

基準書 基準書名 新設・改訂の概要

IAS第21号 外国為替レート変動の影響 通貨が他の通貨と交換可能でない場合の要求事
項を明確化

２．会計方針の変更に関する注記
当社グループは、当連結会計年度より以下の基準書を適用しております。

上記基準書の適用による当社グループの連結計算書類に与える重要な影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
正味実現可能価額への評価減の額　　　　　6,878百万円
棚卸資産　　　　　　　　　　　　　　　966,039百万円

⑵　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①　算出方法

棚卸資産は取得原価で測定しておりますが、当連結会計年度末における正味実現可能価額が取得原価よ
り下落している場合には、当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を原則として売上原価に認
識しております。当社グループは戸建分譲事業及びマンション分譲事業を営んでおり、過去の実績や近隣
相場を参考にして、景気の見通し、金利や地価の変動、税制の変更等が購買者の購入意欲に及ぼす影響も
考慮した上で、正味実現可能価額を測定しております。

②　主要な仮定
棚卸資産の正味実現可能価額の算定の基礎となる売価の見積りは、将来の経済状況の変動の結果により

影響を受けるため、見積りの不確実性を伴い、経営者等の判断が必要であります。
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③　翌年度の連結計算書類に与える影響
売価の見積りは、見積りの不確実性を伴い、見積売価が変動した場合には、棚卸資産の算定及び正味実

現可能価額への評価減の額に影響が生じます。

のれんの評価
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん　225,159百万円

当該のれんのうち主要なものは、2013年に共同株式移転の方法により一建設㈱、㈱飯田産業、㈱東栄住
宅、タクトホーム㈱、㈱アーネストワン及びアイディホーム㈱の６社を完全子会社とする株式移転設立完全
親会社として設立された際に一建設㈱以外の５社において発生したものであり、その他RFP（BVI）を含む
RFPグループの企業結合によるもの等が含まれます。

⑵　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①　算出方法（のれんの減損テスト）

当社グループは、のれんについて、毎期かつ減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実
施しており、当連結会計年度末においてはウクライナ情勢が及ぼす影響を踏まえた減損テストを行ってお
ります。

減損テストの回収可能価額は、使用価値又は処分コスト控除後の公正価値に基づき算定しております。
企業結合で生じたのれんは、取得日に、企業結合から利益がもたらされる資金生成単位に配分しており

ます。

－ 53 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2026/05/28 15:45:15 / 25297888_飯田グループホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

②　主要な仮定
使用価値又は処分コスト控除後の公正価値の算定に用いた主要な仮定は、将来キャッシュ・フローの見

積額を算定するための将来の販売計画、仕入・生産計画、設備投資計画及び割引率等であります。
使用価値又は処分コスト控除後の公正価値は、５年以内の事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの

見積額を、当該資金生成単位の税引前加重平均資本コスト（WACC）を基礎として現在価値に割引いて
算定しております。

当連結会計年度の減損テストにおける主な割引率は、５社の使用価値に係るものは4.2％～4.8％を使用
し、RFPグループの処分コスト控除後の公正価値に係るものは13.5％の割引率を使用しております。

将来キャッシュ・フローの予測期間は各資金生成単位の事業並びに事業環境に応じた適切な期間を設定
しており、事業計画の期間後の将来キャッシュ・フローを見積る際には保守的に成長率をゼロとしており
ます。

③　翌年度の連結計算書類に与える影響
５社における各資金生成単位の使用価値又は処分コスト控除後の公正価値は帳簿価額を上回っており、

５社に係る使用価値の算定に用いた主要な仮定が合理的な範囲で変動したとしても、使用価値が帳簿価額
を下回る可能性は低いと考えております。

ただし、上記のとおり事業計画は、のれんの減損テストに使用した主要な仮定でありますが、事業計画
は主として売上収益の増減の影響を受けるほか、主要な仮定は将来の不確実な経済条件の変動の結果によ
って影響を受ける可能性があり、前提とした状況が変化した場合、使用価値の算定結果が異なる可能性が
あり、主要な仮定が合理的な範囲を超えて変動した場合には、減損テストの結果も異なる可能性がありま
す。

なお、当連結会計年度末においてRFPグループに係るのれんについて資金生成単位の処分コスト控除後
の公正価値まで減額し、のれんの減損損失1,494百万円をその他の営業費用に計上しております。
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販売用不動産 5,324百万円
仕掛販売用不動産 29,775百万円
未成工事支出金 7,769百万円
短期貸付金 1,900百万円
建物及び構築物 2,577百万円
土地 2,453百万円
投資不動産 0百万円
差入保証金（非流動資産のその他の金融資産に含む） 41百万円

計 49,842百万円

短期借入金 23,149百万円
１年内返済予定の長期借入金 4,810百万円
契約負債 77百万円
長期借入金 5,313百万円

計 33,351百万円

４．連結財政状態計算書に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

上記には、抵当権の登記を留保されている販売用不動産1,257百万円、仕掛販売用不動産11,702百万円
が含まれております。

②　担保に係る債務

上記担保のほか、フラット35住宅ローン資金の担保として、将来回収予定の営業未収金（フラット35
住宅ローン債権の住宅金融支援機構による買取代金）5,600百万円を譲渡担保として差し入れておりま
す。

また、フラット35住宅ローン及びフラット35融資に係るつなぎ融資資金の担保として、現金及び預金
（普通預金）378百万円に質権が設定されております。

担保付債務は、フラット35住宅ローンに係る短期借入金5,600百万円、フラット35融資に係るつなぎ融
資に係る短期借入金135百万円であります。

上記のほか、住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅瑕疵担保保証金（非流動資産のその他の金融資産）が
9,228百万円、宅地建物取引業法に基づく営業保証金（非流動資産のその他の金融資産）が383百万円あ
ります。
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当座貸越契約 540,747百万円
コミットメントライン契約 38,773百万円
借入実行残高 335,901百万円
借入未実行残高 243,619百万円

営業債権及びその他の債権 1,207百万円
契約資産 15百万円
営業貸付金及び営業未収入金 62百万円
その他の金融資産（流動資産） 26百万円
その他の金融資産（非流動資産） 4,835百万円

有形固定資産 83,865百万円
使用権資産 35,088百万円
投資不動産 6,890百万円

関係会社等の金融機関からの借入金に対する債務保証
㈱クリエートコーポレーション 461百万円
I ONE HOME,INC. 79百万円
その他 68百万円

計 609百万円

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普通株式 280,379,057株 －株 －株 280,379,057株

⑵　当座貸越契約及び貸出コミットメント
当社グループでは、借入金に関し取引銀行57行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は以下のとおりであります。

⑶　資産から直接控除した貸倒引当金

⑷　資産に係る減価償却累計額

⑸　保証債務

５．連結持分変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普通株式 4,048,771株 62株 －株 4,048,833株

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1 株 当 た り
配 当 額 （ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 12,434 45 2025年３月31日 2025年６月27日
2025年11月11日
取締役会 普通株式 15,198 55 2025年９月30日 2025年12月５日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 12,434 45 2026年３月31日 2026年６月26日

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取り62株によるものであります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（注）2025年11月11日取締役会決議の１株当たり配当額には「大阪・関西万博」出展記念配当10円が含まれ
ております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と
なる株式の種類及び数
該当事項はありません。

６．金融商品に関する注記
⑴　資本管理

当社グループは、主に戸建分譲事業及びマンション分譲事業を行うための資金及び運転資金等の資金需要
に対し、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達しております。また、資金運用については預金等
に限定しております。

当社グループは、経営の健全性・効率性を維持し、持続的な成長を実現するため、事業のリスクに見合っ
た適正な資本水準並びに負債・資本構成を維持することを基本方針としております。

なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制はありません。
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⑵　財務上のリスク管理
当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・為替リス

ク・金利リスク・市場価格の変動リスク）に晒されており、当該財務上のリスクを軽減するために、リスク
管理を行っております。当社及び一部の連結子会社において行っているデリバティブについては、為替変動
リスク又は金利変動リスクを回避する目的で活用し、投機的な取引は行わない方針であります。

⑶　信用リスク管理
信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して債務不履行になり、当社グループに財

務上の損失を発生させるリスクであります。
当社グループは、与信管理規程等に基づいて、取引先に対して与信限度額を設定し、管理しております。
当社グループの債権は、広範囲の産業や地域に広がる多数の取引先に対するものであります。
なお、当社グループは、単独の相手先又はその相手先が所属するグループについて、過度に集中した信用

リスクを有しておりません。
連結計算書類に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、獲得した担保の評価額を考慮に入れな

い、当社グループの金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。

⑷　流動性リスク管理
流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にそ

の支払いを実行できなくなるリスクであります。
当社グループは、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関より随時利用可能な信用枠を確保し、継

続的にキャッシュ・フローの計画と実績をモニタリングすることで流動性リスクを管理しております。

⑸　為替リスク管理
当社グループは、主に米ドルレート、露ルーブルレート及びインドネシアルピアレート等の変動による為

替リスクに晒されておりますが、外貨建による原材料調達等については必要に応じて為替予約契約を利用し
ており、現時点においては、その影響は当社グループにとっては限定的なものであると考えております。

⑹　金利リスク管理
当社グループは、事業活動の中で様々な金利変動リスクに晒されており、主に事業用地の取得に対する資

金調達を目的とした借入金及び社債の金利変動は、借入コストに大きく影響いたします。
当社グループは、金利変動リスクを軽減するために、主に月次単位で報告資料の作成を行い、急激な金利

変動がないか管理を行うことにより金利変動リスクを管理しております。また長期借入金の一部について
は、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約単位でデリバティブ取引（金
利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。
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（単位：百万円）
帳簿価額 公正価値

金融資産
償却原価で測定する金融資産

現金及び預金 436,653 436,653
営業債権及びその他の債権 14,769 14,769
営業貸付金及び営業未収入金 17,349 17,349
その他の金融資産 27,696 27,675

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
その他の金融資産 492 492
その他の金融資産（金利スワップ） 1,635 1,635

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
その他の金融資産 12,288 12,288

合計 510,884 510,864
金融負債
償却原価で測定する金融負債

社債及び借入金 757,207 747,582
営業債務及びその他の債務 95,836 95,836
その他の金融負債 16,861 16,861

非支配株主に係る売建プット・オプション
その他の金融負債 16,618 16,618

合計 886,524 876,898

⑺　市場価格の変動リスク管理
当社グループは、債券や株式等を保有していることから、これらの債券や株式の市場価格の変動リスクに

晒されております。
当社グループは、定期的に公正価値や発行者等の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しており

ます。

⑻　金融商品の公正価値
①　金融商品の帳簿価額及び公正価値

　2026年３月31日における金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。
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②　金融商品の公正価値の算定方法
（現金及び預金）

満期までの期間が短期であるため、帳簿価額は公正価値に近似しております。

（営業債権及びその他の債権）
短期間に決済されるものであるため、帳簿価額は公正価値に近似しております。

（営業貸付金及び営業未収入金、償却原価で測定するその他の金融資産）
短期の貸付金等は、主に変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用

状態が実行後大きく異なっていない限り、公正価値は帳簿価額と近似していることから、公正価値は当該
帳簿価額によっております。

上記以外の長期の貸付金等の公正価値は、一定の期間ごとに区分し、債権額を満期までの期間及び信用
リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

国債等の債券については、取引所の価格又は取引金融機関から提供された価格により算定しておりま
す。

（その他の包括利益を通じて公正価値で測定するその他の金融資産、純損益を通じて公正価値で測定する
その他の金融資産）

主に株式及び出資金等の資本性金融商品であり、上場株式の公正価値については、期末日の市場価格に
よって算定し、非上場株式及び出資金等の公正価値については、類似企業比較法、収益還元法及び簿価純
資産法を併用して算定しております。類似企業比較法では、対象企業の類似上場企業を選定し、当該類似
企業の株式指標を用いて公正価値を算定しております。収益還元法では、対象企業の株主資本コストを収
益還元率とし、対象企業の収益額から公正価値を算定しております。非上場株式及び出資金等の公正価値
測定に当たっては、割引率、評価倍率等の観察可能でないインプットを利用しており、必要に応じて一定
の非流動性ディスカウントを考慮しております。国債等の債券については、取引所の価格又は取引金融機
関から提供された価格により算定しております。

なお、預託金方式による会員権等の負債性金融商品の公正価値は期末日の市場価格等によって算定して
おります。

純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融資産（金利スワップ）は、取引先金融機関から提示さ
れた価格に基づいて算定しております。

（社債及び借入金）
社債及び借入金の公正価値は、一定の期間ごとに区分し、債務額を満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

－ 60 －



2026/05/28 15:45:15 / 25297888_飯田グループホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

（単位：百万円）
連結財政状態計算書計上額 公正価値

74,599 82,949

（単位：百万円）
顧客との契約から認識した収益 1,495,890
その他の源泉から認識した収益 12,974

合計 1,508,864

（営業債務及びその他の債務）
当該債務については、主として短期間に決済されるものであるため、帳簿価額は公正価値に近似してお

ります。

（その他の金融負債）
償却原価で測定するその他の金融負債のうち、短期間に決済されるものの帳簿価額は公正価値に近似し

ており、それ以外の長期の金融負債等の公正価値は未払金融負債総額の現在価値で測定しております。
純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融負債（金利スワップ）は、取引先金融機関から提示さ

れた価格に基づいて算定しております。

７．投資不動産に関する注記
⑴　投資不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の戸建住宅、マンション、オフィスビ
ル等（土地を含む）を有しております。

⑵　投資不動産の公正価値に関する事項

（注）１. 連結財政状態計算書計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。

２. 投資不動産の公正価値は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づいており、その評価
は、当該不動産の所在する国の評価基準に従い類似資産の取引価格を反映した市場証拠に基づいて
おります。

８．収益認識に関する注記
収益の分解

⑴　顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益

（注）その他の源泉から認識した収益には、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当金等並びにIFRS
第16号「リース」に基づく賃貸収入等が含まれております。
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（単位：百万円）
報告セグメント

一建設
グループ

飯田産業
グループ

東栄住宅
グループ

タクトホーム
グループ

アーネストワン
グループ アイディホーム 計

事業区分
戸建分譲事業 278,461 255,074 192,451 201,043 232,427 58,898 1,218,357

マンション分譲事業 31,739 22,209 89 7,912 30,676 1,981 94,608

請負工事事業 35,345 6,482 16,070 9,572 14,033 2,016 83,521

その他 43,010 5,953 1,352 1,484 14,613 170 66,584

合計 388,556 289,720 209,963 220,014 291,750 63,066 1,463,072

一時点で移転される財 348,380 282,298 193,639 207,575 277,681 60,743 1,370,318
一定期間にわたり移転さ
れるサービス 40,175 7,422 16,324 12,439 14,069 2,323 92,753

合計 388,556 289,720 209,963 220,014 291,750 63,066 1,463,072

その他 合計

事業区分

戸建分譲事業 226 1,218,583

マンション分譲事業 681 95,290

請負工事事業 － 83,521

その他 31,909 98,494

合計 32,817 1,495,890

一時点で移転される財 32,817 1,403,136
一定期間にわたり移転さ
れるサービス － 92,753

合計 32,817 1,495,890

⑵　分解した収益とセグメント収益の関連
主たる事業区分及び収益認識の時期による収益の分解とセグメントとの関連は以下のとおりであります。

当社グループは、戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事業であるそ
の他の事業を行っております。これらの事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、変動対価
等を含む売上収益の額に重要性はありません。また約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりま
せん。
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戸建分譲事業
戸建分譲事業は、すべての報告セグメントにて行っており、主に戸建住宅及び宅地の販売等に区分さ

れ、主な収益を以下のとおり認識しております。

（戸建住宅及び宅地の販売）
戸建住宅及び宅地の販売は、用地の仕入から造成、企画、設計、施工までを自社一貫体制にて行った

戸建住宅（土地付き建物）及び宅地を顧客へ販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当
該物件の引渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足される
ものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。

取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金全額の受領日と同
日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けております。

なお、当社グループの事業には、宅地を販売した顧客と一定期間内に当該宅地に建物を建築するため
の建物請負工事契約を締結し当該契約に基づき住宅の建築工事を請け負う事業があります。これらのう
ち戸建分譲事業には下記の注文住宅事業に区分されない一部の請負工事が含まれますが、当該請負工事
における履行義務及びその充足時期、取引価格の決定方法、収益の認識時期等については、下記の請負
工事事業における注文住宅事業と同様であります。

マンション分譲事業
マンション分譲事業は、主に「一建設グループ」「飯田産業グループ」「タクトホームグループ」

「アーネストワングループ」にて行っており、主な収益を以下のとおり認識しております。
マンション分譲事業は、用地の仕入から施工まで行ったマンションの各分譲住戸を顧客へ販売する事

業等であります。当該マンション分譲事業における履行義務及びその充足時期、取引価格の決定方法、
収益の認識時期等については、上記の戸建分譲事業における戸建住宅と同様であります。

請負工事事業
請負工事事業は、すべての報告セグメントにて行っており、主に注文住宅事業、リフォーム・オプシ

ョン工事事業に区分され、主な収益を以下のとおり認識しております。
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連結注記表

⑴　１株当たり親会社所有者帰属持分 3,694円73銭
⑵　基本的１株当たり当期利益 229円13銭

（注文住宅事業）
注文住宅事業は、規格型注文住宅及び自由設計注文住宅の建築工事を請け負う事業であり、顧客（個

人及び法人）との建物請負工事契約に基づき、建築工事を行う義務を負っております。
当該建物請負工事契約においては、当社グループの義務の履行により資産（仕掛品）が創出され又は

増価し、資産の創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配することから、当該履行義務は一定期間に
わたり充足される履行義務であり、契約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されるものであります。
よって注文住宅事業においては工事の進捗度に応じて収益を計上しております。なお、進捗度の測定
は、発生原価が履行義務の充足における企業の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることか
ら、発生原価に基づくインプット法によっております。

取引価格は建物請負工事契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は請負代金全額の受領日と
同日としているため、建物引渡しと同時期に請負代金の支払いを受けております。

なお、戸建分譲事業等における販売促進費用等の顧客に支払われる対価の一部については、取引価格の
減額であるとして売上収益を減額する会計処理を行っております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸借対照表

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 292,866 流 動 負 債 112,393
現 金 及 び 預 金 84,636 短 期 借 入 金 23,433
関 係 会 社 未 収 入 金 7,957 1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 87,267
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 131,010 未 払 金 512
１年内回収予定の関係会社長期貸付金 65,181 未 払 法 人 税 等 638
そ の 他 4,080 賞 与 引 当 金 73

固 定 資 産 764,550 そ の 他 の 引 当 金 338
有 形 固 定 資 産 15,464 そ の 他 131
建 物 6,132 固 定 負 債 283,845
構 築 物 36 長 期 借 入 金 283,595
機 械 及 び 装 置 643 退 職 給 付 引 当 金 161
車 両 運 搬 具 1 そ の 他 88
工 具 器 具 及 び 備 品 1,579
土 地 9,383 負 債 合 計 396,239
リ ー ス 資 産 8 純 資 産 の 部
減 価 償 却 累 計 額 △2,321 株 主 資 本 661,177
無 形 固 定 資 産 394 資 本 金 10,000
ソ フ ト ウ エ ア 362 資 本 剰 余 金 458,083
そ の 他 32 資 本 準 備 金 2,500
投 資 そ の 他 の 資 産 748,690 そ の 他 資 本 剰 余 金 455,583
関 係 会 社 株 式 509,014 利 益 剰 余 金 202,276
関 係 会 社 出 資 金 14,667 そ の 他 利 益 剰 余 金 202,276
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 222,803 繰 越 利 益 剰 余 金 202,276
繰 延 税 金 資 産 305 自 己 株 式 △9,182
そ の 他 1,900 純 資 産 合 計 661,177

資 産 合 計 1,057,416 負 債 純 資 産 合 計 1,057,416

貸　借　対　照　表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

科 目 金 額
営 業 収 益

関 係 会 社 受 取 配 当 金 41,569
経 営 指 導 料 11,214
商 品 売 上 高 1,224
不 動 産 賃 貸 収 入 251
そ の 他 71 54,330
営 業 原 価

商 品 売 上 原 価 1,231
不 動 産 賃 貸 原 価 111
そ の 他 19 1,363
営 業 総 利 益 52,967

営 業 費 用
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,100 11,100
営 業 利 益 41,867

営 業 外 収 益 4,727
営 業 外 費 用 3,669
経 常 利 益 42,925

特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 16,581 16,581
税 引 前 当 期 純 利 益 26,343
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 612
法 人 税 等 調 整 額 △87 524
当 期 純 利 益 25,818

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 10,000 2,500 455,583 458,083 204,090 204,090 △9,182 662,991

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,633 △27,633 △27,633

当 期 純 利 益 25,818 25,818 25,818

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △1,814 △1,814 △0 △1,814

当 期 末 残 高 10,000 2,500 455,583 458,083 202,276 202,276 △9,182 661,177

純資産合計

当 期 首 残 高 662,991

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,633

当 期 純 利 益 25,818

自 己 株 式 の 取 得 △0

当 期 変 動 額 合 計 △1,814

当 期 末 残 高 661,177

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券
子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備　 定額法
上記以外の有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　３～50年
機械及び装置　　　　　８～12年
工具器具及び備品　　　３～20年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額

法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお
ります。

②　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を採用しております。
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個別注記表

⑷　収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用し、利息及び配当金等並びに
賃貸収入等を除く顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

当社は持株会社として、戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事業を
行う子会社等の経営管理を行うことを、主たる業務としております。経営管理業務については、子会社との
経営指導契約に基づく受託業務を子会社に対し提供することを履行義務として識別しており、当該履行義務
は経営指導契約に定める受託業務が実施された時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認
識しております。取引価格は経営指導契約に基づき決定され、同契約に定める各支払期日に支払いを受けて
おります。なお、当該経営指導契約に基づく取引価格に変動対価及び重要な金融要素は含まれておりませ
ん。
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個別注記表

２．会計上の見積りに関する注記
関係会社株式及び関係会社貸付金の評価（RFPグループ）

⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式　　　　　　　　　　　　　 3,849百万円
関係会社長期貸付金　　　　　　　　　　56,441百万円

当該計上した金額は、子会社であるRFP（BVI）への出資3,849百万円です。RFP（BVI）においては
子会社15社への間接出資が行われており、当社からRFP（BVI）への直接融資が4,602百万円、
Dallesprom（RFP（BVI）の100％子会社）への直接融資が51,839百万円あります。

⑵　計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①　算出方法

RFP（BVI）の子会社15社を含む実質価額の回復可能性や融資の回収可能性について、主としてRFPグ
ループ（RFP（BVI）を含む計16社）の将来の事業計画により判定しております。また、RFP（BVI）の
実質価額にはRFPグループの超過収益力が加味されており、超過収益力の減少の有無をRFPグループの事
業計画に基づく将来キャッシュ・フロー及び割引率等に基づいて判定しております。

当事業年度におきましては、RFP（BVI）の関係会社株式について実質価額まで減額し、関係会社株式
評価損を計上しております。
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個別注記表

短期金銭債権 2,516百万円
長期金銭債権 116百万円
短期金銭債務 61百万円

営業収益 53,999百万円
営業費用 1,950百万円

営業取引以外の取引による取引高 3,879百万円

普通株式 4,048,833株

②　主要な仮定
RFP（BVI）の実質価額及びその回復可能性の判断に用いた主要な仮定は、RFPグループにおける販売

計画、生産価格、設備投資計画及び割引率等であります。将来の販売計画、生産計画、設備投資計画及び
割引率等の見積りについては不確実性を伴い、将来の市況に関する経営者の判断を伴うものであります。
これらの主要な仮定の詳細につきましては、連結注記表３．会計上の見積りに関する注記、のれんの評価
をご参照下さい。

③　翌年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である将来の販売計画、生産計画、設備投資計画及び割引率等は、見積りの不確実性が高

く、将来の事業環境の変化等の影響により見直しが必要となった場合、RFPグループへの出資及び融資の
評価に重要な修正を生じさせる可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権、債務は以下のとおりであります。（区分表示したものを除く）

４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれております。
営業取引による取引高

⑵　関係会社株式評価損
当社の連結子会社への出資に係る評価損であります。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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個別注記表

減価償却超過額 167百万円
未払事業税 116百万円
賞与引当金 23百万円
未払金 7百万円
繰延資産償却超過額 27百万円
退職給付引当金 50百万円
その他引当金 106百万円
関係会社株式評価損 5,226百万円
関係会社出資金評価損 394百万円
その他 88百万円

繰延税金資産小計 6,210百万円
評価性引当額 △5,888百万円
繰延税金資産合計 321百万円

為替差損益 △2百万円
その他 △13百万円

繰延税金負債合計 △15百万円
繰延税金資産の純額 305百万円

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金負債
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個別注記表

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 一建設㈱ 所有直接
100.00％ 役員の兼任

資金の貸付
（注） 39,832 関係会社

短期貸付金 44,600

資金の回収 32,180
１年内回収予定の

関係会社
長期貸付金

37,135

利息の受取
（注） 1,102 関係会社

長期貸付金 51,106

子会社 ㈱飯田産業 所有直接
100.00％ 役員の兼任

資金の貸付
（注） 13,300 関係会社

短期貸付金 23,300

資金の回収 11,450
１年内回収予定の

関係会社
長期貸付金

8,946

利息の受取
（注） 275 関係会社

長期貸付金 19,913

子会社 ㈱東栄住宅 所有直接
100.00％ 役員の兼任

資金の貸付
（注） 3,100 関係会社

短期貸付金 11,200

資金の回収 725
１年内回収予定の

関係会社
長期貸付金

1,340

利息の受取
（注） 107 関係会社

長期貸付金 6,835

子会社 タクトホーム
㈱

所有直接
100.00％ 役員の兼任

資金の貸付
（注） 12,713 関係会社

短期貸付金 11,800

資金の回収 5,712
１年内回収予定の

関係会社
長期貸付金

6,852

利息の受取
（注） 339 関係会社

長期貸付金 19,447

７．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等
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個別注記表

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱アーネスト
ワン

所有直接
100.00％ 役員の兼任

資金の貸付
（注） 11,500 関係会社

短期貸付金 31,100

資金の回収 2,500
１年内回収予定の

関係会社
長期貸付金

4,400

利息の受取
（注） 167 関係会社

長期貸付金 4,900

子会社 パラダイス
リゾート㈱

所有間接
100.00％ 役員の兼任

資金の貸付
（注） 18,527

関係会社
長期貸付金 36,892資金の回収 13,647

利息の受取
（注） 286

子会社 Dallesprom 所有間接
100.00％ －

資金の貸付
（注） 11,700

関係会社
長期貸付金 51,839

利息の受取
（注） 557

⑴　１株当たり純資産額 2,392円71銭
⑵　１株当たり当期純利益 93円43銭

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）資金の貸付については、市場金利等を勘案した利率にて行われております。

８．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結会計監査報告

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 葉 達 也
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 森 允 浩
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 晃 一

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

飯田グループホールディングス株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、飯田グループホールディングス株式会社の2025

年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連
結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定

国際会計基準で求められる開⽰項⽬の一部を省略した会計の基準に準拠して、飯田グループホールディング
ス株式会社及び連結⼦会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表⽰しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結⼦会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿したと判断して
いる。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開⽰することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類⼜は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告　謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会

計基準で求められる開⽰項⽬の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表⽰することにある。これ
には、不正⼜は誤謬による重要な虚偽表⽰のない連結計算書類を作成し適正に表⽰するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準
で求められる開⽰項⽬の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開⽰する必要がある
場合には当該事項を開⽰する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正⼜は誤謬による重

要な虚偽表⽰がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表⽰は、不正⼜は誤謬により発⽣する可能性があり、個別に⼜
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専⾨家としての判断を行い、職業的懐疑⼼を保持して以下を実施する。
・　不正⼜は誤謬による重要な虚偽表⽰リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表⽰リスクに対応し
た監査⼿続を立案し、実施する。監査⼿続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿する。

・　連結計算書類の監査の⽬的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査⼿続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計⽅針及びその適用⽅法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、⼊⼿した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を⽣じさせるような事象⼜は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、⼜は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに⼊⼿した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表⽰及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定
国際会計基準で求められる開⽰項⽬の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた連結計算書類の表⽰、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
事象を適正に表⽰しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結⼦会社の財務情報に関する⼗分かつ適切な
監査証拠を⼊⼿するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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連結会計監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合⼜は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結⼦会社と当監査法人⼜は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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個別会計監査報告

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 葉 達 也
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 森 允 浩
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 晃 一

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

飯田グループホールディングス株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、飯田グループホールディングス株式会社の

2025年４月１日から2026年３月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告　謄本

－ 78 －



2026/05/28 15:45:15 / 25297888_飯田グループホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第13期事業年度における取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準等に準拠し、監査の方針、監査計画等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて事業の報告を受け、業務の状況等を調査いたしました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（以下「内部統制システム」と
いう。）について、取締役等から、その構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。

監査役会の監査報告書　謄本

－ 80 －
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監査役会の監査報告

常 勤 監 査 役 石　丸　郁　子 ㊞
常勤社外監査役 小　幡　浩　之 ㊞
社 外 監 査 役 藤　田　浩　司 ㊞
社 外 監 査 役 本　間　周　平 ㊞

２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月26日

飯田グループホールディングス株式会社　監査役会

　
以　上

－ 81 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類
議案　剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつと位置付け、経営体質の強化と将来
のグループ全体としての事業展開を考慮しつつ、株主の皆様へ１株当たり90円以上の累進配当を基
本方針とし、業績に連動した株主還元を行っております。このような方針のもと当期の期末配当につ
いては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
①　配当財産の種類
金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金45円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は12,434,860,080円となります。

③　剰余金の配当が効力を生ずる日
2026年６月26日といたしたいと存じます。

以　上

－ 82 －
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地図

会場：東京都武蔵野市西久保一丁目２番11号　当社本店地下１階会議室
TEL　0422－60－8888（代表）

交通　ＪＲ中央線「三鷹駅」北口　　　徒歩約３分
※駐車場及び駐輪場の用意はいたしておりませんので、お車及び自転車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

三鷹駅

ニッポンレンタカー

モスバーガー

タウンハウジング

ラーメン壱角家

至　武蔵境

ＪＲ中央線

三
鷹
通
り

至　吉祥寺

飯田グループホールディングス株式会社

香月ビル

フラワーショップはなひろ 北口

三井住友銀行

桜通り


